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日  本  銀  行 



日  本  銀  行

（単位：百万円）

金      額

Ⅰ 業務費用

仮定損益計算書上の費用

売現先利息 △660

その他の支払利息 171,217

支払手数料 110

外国為替売買損 214,460

営業経費 196,221

その他経常費用 7,597

特別損失 194 589,139

（控除）

貸出金利息 △60,475

有価証券利息配当金 △1,195,891

買現先利息 24

預け金利息 △24,149

受入手数料 △8,848

外貨債券収益 △118,530

外貨投資信託収益 △493

その他経常収益 △818,813

特別利益 △5,998 △2,233,174

業務費用合計 △1,644,035

Ⅱ 機会費用

政府出資金等の機会費用 0 0

機会費用合計 0

Ⅲ 行政コスト △1,644,035

行 政 コ ス ト 計 算 書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

科      目



日  本  銀  行

（単位：百万円）

441,253 109,616,575

1,937,323 447,076,239

現 金 205,061 395,256,035

預 け 金 1,732,262 51,820,204

32,199,685 12,633,851

494,052,065 150,001

国 債 485,863,512 12,239,860

短 期 社 債 2,551,889 243,989

社 債 3,220,825 24,116,348

そ の 他 の 証 券 ※1 2,415,838 93,588

※1 76,146,804 14,761

電 子 貸 付 76,146,804 28,031

23,994 7,989

594,187 42,808

取 立 未 済 切 手 手 形 6 4,614

預 貯 金 保 険 機 構 出 資 金 225 203,504

国 際 金 融 機 関 出 資 15,278 593,744,719

政 府 勘 定 保 管 金 38,707

未 収 法 人 税 等 還 付 金 52,622 100

未 収 利 息 　 470,184 10,743,958

そ の 他 の 資 産 17,164 3,252,008

※2 216,444 13

建 物 105,727 5,930,344

土 地 84,124 債 券 取 引 損 失 準 備 金 4,415,578

リ ー ス 資 産 7,599 外国為替等取引損失準備金 1,514,766

建 設 仮 勘 定 7,458 1,561,593

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 11,536 1,123,108

130 11,867,166

権 利 金 130

605,611,885 605,611,885

利 益 剰 余 金

特 別 準 備 金

( 負 債 の 部 ）

発 行 銀 行 券

( 純 資 産 の 部 ）

負 債 の 部 合 計

未 払 法 人 税 等

未 払 送 金 為 替

金 地 金

そ の 他 の 預 金

政 府 預 金

国 内 指 定 預 金

当 座 預 金

資 産 の 部 合 計 負 債 およ び純 資産 の部 合計

民 間 企 業 仮 定 貸 借 対 照 表

金　　　　　額 金　　　　　額科          目 科          目

（令和２年３月３１日現在 )

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 預 金

任 意 積 立 金

貸 出 金

金 銭 の 信 託

売 現 先 勘 定

当 座 預 金

リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 政 府 預 金

そ の 他 負 債

純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 の 負 債

無 形 固 定 資 産

有 価 証 券

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

代 理 店 勘 定

資 本 金

法 定 準 備 金

当 期 未 処 分 利 益

そ の 他有 価証 券評 価差 額金



日   本   銀   行

（単位：百万円）

2,227,176

1,280,492

貸 出 金 利 息 60,475

有価証券利息配当金 1,195,891

買 現 先 利 息 △24

預 け 金 利 息 24,149

8,848

受 入 手 数 料 8,848

119,023

外 貨 債 券 収 益 118,530

外 貨 投 資 信 託 収 益 493

818,813

588,945

170,557

売 現 先 利 息 △660

そ の 他 の 支 払 利 息 171,217

110

支 払 手 数 料 110

214,460

外 国 為 替 売 買 損 214,460

196,221

7,597

1,638,231

5,998

固 定 資 産 処 分 益 5,998

194

固 定 資 産 処 分 損 194

1,644,035

71,631

1,572,405

△10,811

1,561,593

そ の 他 業 務 費 用

法人税、住民税及び事業税

役 務 取 引 等 費 用

金      額

経 常 費 用

資 金 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

民 間 企 業 仮 定 損 益 計 算 書
 （平成31年4月1日～令和2年3月31日）

科     目

経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

前 期 繰 越 損 失

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

当 期 未 処 分 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益

当 期 利 益

特 別 利 益

経 常 利 益



日  本  銀  行

（単位：百万円）

金    額

 　　Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益 1,644,035

減価償却費 14,362

賞与引当金の増減（△）額 △44

退職給付引当金の増減（△）額 1,481

資金運用収益 △1,280,492

資金調達費用 170,557

金銭の信託運用損益（△） △674,110

外貨債券収益（△）・費用 △37,218

為替差損益（△） 54,237

固定資産処分損益（△） △5,828

金銭の信託の純増（△）減 △4,825,192

有価証券の純増（△）減 △18,414,306

貸出金の純増（△）減 △26,140,220

発行銀行券の純増減（△） 2,057,307

預金の純増減（△） 20,808,980

売現先の純増減（△） 23,925,510

資金運用による収入 3,741,984

資金調達による支出 △168,955

その他  代理店勘定の増（△）減額 △2,007

       無形固定資産の増（△）減額 △6

       その他資産の増（△）減額 △2,008

       その他負債の増減（△）額 △824

　　　小計 867,244

法人税等の支払額 △472,925

 　　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 394,319

　　 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 6,086

有形固定資産の取得による支出 △23,738

 　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △17,652

　　 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金支払額 △5

国庫納付金支払額 △557,607

　　 　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △557,612

　 　Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △54,237

　 　Ⅴ 現金及び現金同等物の増減（△）額 △235,182

　　 Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 2,172,505

  　 Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 1,937,323

キャッシュ・フロー計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

科    目



 日  本  銀  行

（単位：百万円）

1,561,593

107,230

107,230

1,678,991

64,764

5

1,230,507

383,715

債 券 取 引 損 失 準 備 金 383,715

△10,168

利 益 処 分 額

任 意 積 立 金

次 期 繰 越 損 失

法 定 準 備 金 積 立 額

配 当 金 （ １ 口 に つ き ５ 円 ）

国 庫 納 付 額

外 国 為 替 等 取 引 損 失 準 備 金

任 意 積 立 金 取 崩 額

民 間 企 業 仮 定 利 益 処 分 計 算 書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

科    目

当 期 未 処 分 利 益

金    額
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重要な会計方針 

 第 135 回事業年度 

平成 31 年 4 月 01 日から 

令和 2 年 3 月 31 日まで 

1．有価証券の評価基準及び

評価方法 

有価証券の評価は、円貨建債券（物価連動国債を除く）に

ついては、移動平均法による償却原価法（定額法）、物価連動

国債、株式、指数連動型上場投資信託受益権、不動産投資法

人投資口、外貨建債券及び外貨建投資信託の評価については、

決算日の市場価格等に基づく時価法により行っております。

なお、物価連動国債、株式、指数連動型上場投資信託受益権

及び不動産投資法人投資口の評価差額については、全部純資

産直入法により処理（売却原価は移動平均法により算定）し

ております。 

短期社債、社債、株式、指数連動型上場投資信託受益権及

び不動産投資法人投資口の時価が著しく下落した場合には、

減損処理を行っております。 

金銭の信託の信託財産として保有する有価証券の評価は、

当該有価証券の種類に応じ、上記と同様の方法により行って

おります。 

2．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日

以後に取得した建物および平成 28 年 4 月 1 日以後に取得

した建物付属設備等については定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物：3 年～60 年 

動産：2 年～20 年 

（2）無形固定資産 

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しており

ます。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固

定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。 

3．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建資産及び負債については、決算日の為替相場による

円換算額を付しております。ただし、国際金融機関出資の換

算は、取得時の為替相場を用いております。 

また、米ドル資金供給オペレーションを行うことに伴い計

上した資産及び負債の換算は、ニューヨーク連邦準備銀行と

の間で行ったスワップ取引に適用する為替相場を用いており

ます。 

4．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、過去の一定期間における貸倒実績から算

出した貸倒実績率に基づき計上することとしております。

ただし、特定の債権について政策委員会が特に必要と認め

る場合には、別途の所要額を計上することとしておりま
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 第 135 回事業年度 

平成 31 年 4 月 01 日から 

令和 2 年 3 月 31 日まで 

す。 

（2）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、事

業年度末における退職給付債務の見込額等に基づき、必要

額を計上しております。 

なお、退職給付見込額を事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、期間定額基準によっております。過

去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（10 年）による定額法により、費用処理すること

としております。数理計算上の差異は、発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法に

より、翌事業年度から費用処理することとしております。 

また、役員については、退職手当の支出に備え、基準に

基づく期末要支給額（187 百万円）を「退職給付引当金」

に含めて計上しております。 

（3）賞与引当金 

従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期

負担額を計上しております。 

5．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

仮定貸借対照表上の「現金預け金」であります。ただし、

当行の場合、発行銀行券は負債の部に計上されるため、キャ

ッシュ・フローの概念が一般企業とは異なっております。こ

のため、キャッシュ・フロー計算の対象となる「現金預け金」

は支払元貨幣（金融機関の求めに応じて払出される貨幣）及

び外貨預け金となっております。 

また、有価証券や金銭の信託は、金融調節や金融システム

安定等の目的で取得・保有していることから営業活動に区分

しております。 

6．機会費用の計上基準 政府出資に係る機会費用の算出に用いた利子率 

         0.005％ 

7．その他の重要な事項 （1）記載金額の表示方法 

記載金額は、百万円未満を四捨五入のうえ表示しており

ます。 

（2）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。 

（3）税効果会計 

当行の場合、法定の損益計算書上の税引後利益は、剰余

金の処分を通して準備金や配当に充てられるものを除き、

全て国庫納付金として国庫に納付されることになってお

ります。また、この国庫納付金は、法人税等の課税所得算

定上、損金算入（無税）扱いとなっております。以上から、

当行の場合、課税所得の算定方法が一般企業と異なりま

す。 

税効果会計の目的は、会計上の利益と税務上の課税所得

との間の一時的な差異を調整し、会計上の税引前利益と法
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 第 135 回事業年度 

平成 31 年 4 月 01 日から 

令和 2 年 3 月 31 日まで 

人税等を整合的に対応させるとともに、法人税等の前払・

未払を適切に計上することにあります。 

しかしながら、当行は、税効果会計を採用すると、国庫

納付金制度により税効果会計の目的とは異なる影響が生

じるため、これを採用しておりません。 

なお、法定実効税率と仮定損益計算書での法人税等の負

担率との間の重要な差異は、以下のとおりであります。 

 

法定実効税率                    34.6％ 

（調整） 

国庫納付金                  △ 25.9 

受取配当金等永久に益金に算入され 

ない項目               △  2.7 

所得計算上の加減算額           3.8 

仮定財務諸表への修正額による影響   △  5.4 

法人税等負担率                    4.4％ 

（4）国庫納付金、配当金及び法人税等 

国庫納付金、配当金及び法人税等は、行政コスト計算財

務書類に基づいて計算されたものではなく、令和元年度の

法定の財務諸表から計算された金額であります。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針の変更） 

消費税等の会計処理は、本事業年度から、税抜方式によっております。 
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注記事項 

（仮定貸借対照表関係） 

第 135 回事業年度末 

（令和 2 年 3 月 31 日） 

※1．民間金融機関における当座貸越及び貸付金にかかわるコミットメントに類似する貸出

制度としては、日中当座貸越及び補完貸付制度に基づく貸付けが挙げられます。 

 日中当座貸越は、取引先が差入れている適格担保の合計額を貸越極度額として、当座

勘定において貸越しを行うものであります。貸越金の返済期限は業務の終了時としてい

るため、毎営業日の終業時における日中当座貸越の残高は通常零となっております。 

 補完貸付制度に基づく貸付けは、取引先に対し、取引先が当行に対して予め差入れて

いる適格担保の担保価額を上回らない範囲で、取引先が希望する金額を貸し付けるもの

であります。当事業年度末日の残高はありません。 

※2．有形固定資産の減価償却累計額 

     371,922 百万円 
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（リース取引関係） 

（金額単位：百万円） 

第 135 回事業年度 

平成 31 年 4 月 01 日から 

令和 2 年 3 月 31 日まで 

1． ファイナンス･リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

（１）リース資産の内容 

  有形固定資産 

  主として、ホストコンピュータなどの電子情報処理組織であります。 

（２）リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「2．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 
 

2． オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

（１）借手側 

     １ 年 以 内  216 

 １ 年 超    462 

合 計       678 

 （２）貸手側 

     １ 年 以 内   2 

 １ 年 超     28 

合 計        30 

 
 

 

 

（有価証券関係） 

 

１．外貨建有価証券 
（金額単位：百万円） 

 第 135 回事業年度末（令和 2 年 3 月 31 日） 

 仮定貸借対照表計上額 当事業年度の損益に 

  含まれた評価差額 

外貨債券 2,355,225 16,609 

外貨投資信託 60,614 19,218 

計 2,415,838 35,828 
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２．円貨建債券のうち時価のあるもの  
（金額単位：百万円） 

 第 135 回事業年度末（令和 2 年 3 月 31 日） 

種    類 仮定貸借対 時価 差額  

 照表計上額   うち益 うち損 

短期国債 12,376,749 12,378,245 1,497 2,411 △914 

国庫短期証券 12,376,749 12,378,245 1,497 2,411 △914 

長期国債 473,486,763 486,983,800 13,497,037 13,765,403 △268,366 

利付国債２年 24,652,914 24,645,449 △7,466 507 △7,973 

利付国債５年 103,090,205 103,049,678 △40,527 44,231 △84,758 

利付国債１０年 195,783,510 198,005,317 2,221,808 2,341,788 △119,980 

利付国債２０年 100,693,960 105,976,692 5,282,732 5,291,996 △9,264 

利付国債３０年 35,650,418 40,018,170 4,367,752 4,412,407 △44,655 

利付国債４０年 7,736,061 9,388,813 1,652,752 1,654,488 △1,736 

変動利付国債 3,190,677 3,210,663 19,986 19,986 0 

物価連動国債 2,689,019 2,689,019 0 0 0 

短期社債 2,551,889 2,551,889 0 0 0 

社債 3,220,825 3,210,297 △10,528 22 △10,550 

計 491,636,226 505,124,231 13,448,005 13,767,835 △279,831 

 

 

（金銭の信託関係） 

（金額単位：百万円） 

 第 135 回事業年度末（令和 2 年 3 月 31 日） 

 取得原価 仮定貸借対 評価差額  

  照表計上額  うち益 うち損 

金銭の信託 

(信託財産株式) 
727,715 1,550,584 822,870 833,526 △10,657 

金銭の信託 

(信託財産指数連

動型上場投資信

託) 

29,718,939 30,027,091 308,152 1,292,208 △984,056 

金銭の信託 

(信託財産不動産

投資信託) 

575,306 622,010 46,704 72,549 △25,844 

計 31,021,959 32,199,685 1,177,726 2,198,283 △1,020,557 
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（退職給付関係） 

 

１．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

（金額単位：百万円） 

退職給付債務期首残高 233,462 

勤務費用 5,848 

利息費用 934 

数理計算上の差異の発生額 1,989 

退職給付の支払額 △10,186 

過去勤務費用の発生額      ― 

退職給付債務期末残高 232,047 

２．退職給付債務の期末残高と退職給付引当金の調整表 

（金額単位：百万円） 

退職給付債務    232,047 

年金資産        ― 

未積立退職給付債務   233,047 

未認識数理計算上の差異    △36,823 

未認識過去勤務費用     8,093   

貸借対照表計上額純額   203,317 

前払年金費用                           ― 

退職給付引当金                    203,317 

３．退職給付費用の内訳 

（金額単位：百万円） 

勤務費用 5,848 

利息費用 934 

期待運用収益     ― 

数理計算上の差異の費用処理額 6,349 

過去勤務費用の費用処理額 △1,487 

退職給付費用 11,644 

４．退職給付債務等の計算基礎 
 

割引率 0.4％ 

長期期待運用収益率  ― 

（注）従業員にかかる退職給付関係の計数を記載しております。 
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（関連当事者との取引） 

 

１．預金保険機構 

会社等の名称 預金保険機構（認可法人） 

住所 東京都千代田区 

資本金又は出資金 

（一般勘定） 455 百万円 

（地域経済活性化支援勘定）3,000 百万円 

（東日本大震災事業者再生支援勘定）28,020 百万円 

事業内容又は職業 

信用秩序の維持に資することを目的に、保険料の収納業務や保険

金及び仮払金の支払業務、資金援助業務、預金等債権の買取り業

務、金融危機への対応のための業務、などを行っている。 

議決権の所有 

（被所有割合） 
該当事項なし 

関係

内容 

役員兼任等 該当事項なし 

事業上の関係 該当事項なし 

取引の内容 一般勘定への出資 貸出 

取引金額 該当事項なし 該当事項なし 

科目 
その他資産の「預貯金保険機構

出資金」 

貸出金の「預金保険機構貸付

金」 

期末残高 150 百万円 なし 

 

２．農水産業協同組合貯金保険機構 

会社等の名称 農水産業協同組合貯金保険機構（認可法人） 

住所 東京都千代田区 

資本金又は出資金 
（一般勘定）300 百万円 

（東日本大震災事業者再生支援勘定）1,980 百万円 

事業内容又は職業 

信用秩序の維持に資することを目的に、保険料の収納業務や保険

金及び仮払金の支払業務、資金援助業務、貯金等債権の買取り業

務、金融危機への対応のための業務、などを行っている。 

議決権の所有 

（被所有割合） 
該当事項なし 

関係

内容 

役員兼任等 該当事項なし 

事業上の関係 該当事項なし 

取引の内容 一般勘定への出資 

取引金額 該当事項なし 

科目 その他資産の「預貯金保険機構出資金」 

期末残高 75 百万円 
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附  属  明  細  書 

 

日  本  銀  行 

 

１．資本に関する事項 

（金額単位：百万円） 

区  分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘  要 

資 本 金 100 0 0 100  

うち既発行出

資証券 
出資証券 

（1,000）千口 

100 

（―）千口 

0 

（―）千口 

0 

（1,000）千口 

100 
 

 計 100 0 0 100  

利益剰余金 法定準備金 3,222,660 29,348 0 3,252,008 （注）1,7 

 特別準備金 13 0 0 13 （注）2 

 債券取引損失準備金 3,600,128 815,450 0 4,415,578 （注）3,5,7 

 
外国為替等取引損失

準備金 
1,401,912 112,854 0 1,514,766 （注）4,6,7 

 計 8,224,713 957,652 0 9,182,365  

（注）1．日本銀行法第５３条第１項及び第２項の規定に基づき、損失の補てん又は配当に充てるために積

み立てた準備金であります。 

   2．戦後の金融機関再建整備促進のため、大蔵大臣命令により他の金融機関とともに昭和２０年上期

から昭和２４年上期までの間支払停止した配当金の相当額を日本銀行法の一部を改正する等の法律

（昭和２２年法律第４６号）附則の規定により積み立てた準備金であります。 

   3．日本銀行法施行令（平成９年政令第３８５号）第１５条及び同令附則第１条の２、日本銀行法施

行規則（平成１０年大蔵省令第３号）第９条から第１１条及び同規則附則第３条並びに当行の会計

規程（平成１０年１０月９日 政策委員会決定）第１８条及び同規程附則の規定に基づき計上した債

券取引損失引当金については、本財務書類において、債券取引損失準備金として計上しております。 

   4．日本銀行法施行令（平成９年政令第３８５号）第１５条、日本銀行法施行規則（平成１０年大蔵

省令第３号）第９条から第１１条及び当行の会計規程（平成１０年１０月９日 政策委員会決定）第

１８条の規定に基づき計上した外国為替等取引損失引当金については、本財務書類において、外国

為替等取引損失準備金として計上しております。 

   5．債券取引損失準備金の増加額は、前期（平成３０年度）の法定財務諸表における債券取引損失引

当金の繰入額に相当する金額を積み立てたものであります。 

   6．外国為替等取引損失準備金の増加額は、前期（平成３０年度）の法定財務諸表における外国為替

等に係る損益の５０％に相当する金額を積み立てたものであります。 

7．当期増加額又は減少額は、前期（平成３０年度）決算の利益処分に伴う積立て又は取崩しによる

ものであります。 
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２．資産及び負債に関する事項 

（１）有価証券の明細 

（金額単位：百万円） 

区  分 期首残高 期末残高 期中増減高 摘  要 

短期国債 10,367,582 12,376,749 2,009,167  

 国庫短期証券 10,367,582 12,376,749 2,009,167  

長期国債 459,598,587 473,486,763 13,888,176  

  利付国債２年 26,878,929 24,652,914 △2,226,015  

  利付国債５年 108,217,729 103,090,205 △5,127,524  

  利付国債１０年 184,399,876 195,783,510 11,383,633  

 利付国債２０年 93,246,911 100,693,960 7,447,049  

 利付国債３０年 33,530,742 35,650,418 2,119,675  

 利付国債４０年 7,244,552 7,736,061 491,509  

  変動利付国債 4,019,833 3,190,677 △829,156  

  物価連動国債 2,060,015 2,689,019 629,004  

短期社債 2,042,003 2,551,889 509,886 （注）1 

社債 3,206,694 3,220,825 14,132 （注）2 

外貨債券 2,177,908 2,355,225 177,317  

その他 61,415 60,614 △801 （注）3 

計 477,454,189 494,052,065 16,597,876  

（注）1．｢短期社債｣は、短期社債、保証付短期外債、資産担保短期債券及び短期不動産投資法人債であります。 

2．「社債」には、不動産投資法人債が含まれております。 

3．｢その他｣は、外貨投資信託であります。 

 

（２）事業資産等の明細 

＜貸出金＞ 

（金額単位：百万円） 

区  分 期首残高 期末残高 期中増減高 貸倒引当金残高 摘  要 

電子貸付 50,006,584 76,146,804 26,140,220 0  

共通担保資金供給オペレ 

ーションによる貸付金 
47,436,189 54,328,648 6,892,459 0 （注） 

米ドル資金供給オペレ 

ーションによる貸付金 
0 19,237,076 19,237,076 0  

成長基盤強化を支援する

ための資金供給（米ドル資

金供給に関する特則）によ

る貸付金 

2,570,395 2,581,080 10,685 0  

計 50,006,584 76,146,804 26,140,220 0  

（注）「共通担保資金供給オペレーションによる貸付金」の期末残高には、固定金利方式の共通担保資金供給

オペレーションによる貸付金の残高（1,227,000 百万円）、「貸出支援基金」の運営として行う成長基盤強

化を支援するための資金供給による貸付金（米ドル資金供給に関する特則による貸付金を除く。）の残高

（6,346,548 百万円）、「貸出支援基金」の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給による貸付

金の残高（42,813,800 百万円）、被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーションによる貸付金

の残高（406,600 百万円）及び平成二十八年熊本地震にかかる被災地金融機関を支援するための資金供

給オペレーションによる貸付金の残高（137,900 百万円）、新型コロナウイルス感染症にかかる企業金融

支援特別オペレーションによる貸付金の残高（3,396,800 百万円）が含まれております。 
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＜貸倒引当金＞ 

該当事項はありません。 

 

（３）固定資産（事業資産を除く）の取得、処分及び減価償却費の明細 

（金額単位：百万円） 

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 減価償却累計額又は 差引期末残高 摘  要 

     償却累計額 当期償却額   

有形固定

資産 

土 地 ─ ─ ─ 84,124 0 0 84,124 （注）2 

建 物 ─ ─ ─ 447,832 342,105 7,536 105,727 （注）2 

 リース資産 ─ ─ ─ 15,593 7,994 3,440 7,599 （注）2 

 動 産 ─ ─ ─ 33,360 21,823 3,386 11,536 （注）1,2 

 建設仮勘定 ─ ─ ─ 7,458 0 0 7,458 （注）2 

 計 ─ ─ ─ 588,367 371,922 14,362 216,444  

無形固定

資産 

権利金 ─ ─ ─ 1,005 875 8 130 （注）2 

計 ─ ─ ─ 1,005 875 8 130  

（注）1．動産は、仮定貸借対照表科目では「有形固定資産」の「その他の有形固定資産」に計上しておりま

す。 

2．有形固定資産及び無形固定資産の金額は資産総額の 100 分の 1 以下であるため、「期首残高」、「当

期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。 

 

（４）長期借入金及び債券の明細 

該当事項はありません。 

 

（５）退職給付引当金の明細 

（金額単位：百万円） 

区   分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

   目的使用 その他  

退職給付引当金 202,023 11,691 10,210 0 203,504 

 

（６）その他の引当金の明細 

（金額単位：百万円） 

区   分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

   目的使用 その他  

賞与引当金 4,658 4,614 4,658 0 4,614 

 

（７）その他の主要な資産負債の明細 

＜資産＞ 

該当事項はありません。 
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＜負債＞ 

（金額単位：百万円） 

区  分 期首残高 期末残高 期中増減高 摘  要 

発行銀行券 107,559,269 109,616,575 2,057,307  

一万円券 99,696,945 101,595,164 1,898,220  

五千円券 3,317,638 3,396,966 79,327  

二千円券 196,262 195,341 △921  

千円券 4,203,719 4,285,752 82,034  

その他の発行銀行券 144,706 143,353 △1,353 （注）1 

預金 421,378,299 447,076,239 25,697,940  

当座預金 393,883,659 395,256,035 1,372,376  

その他の預金 27,494,640 51,820,204 24,325,564 （注）2 

（注）1．「その他の発行銀行券」とは、上記４券種以外で現在も有効な五百円券､百円券､五十円券､十円券､

五円券及び一円券の合計であります。 

      2．「その他の預金」とは、外国中央銀行等から受け入れた預金であります。 

 

（参考）「貸出支援基金」による貸付金の明細 

（金額単位：百万円） 

区  分 期首残高 期末残高 期中増減高 摘  要 

成長基盤強化を支援するた

めの資金供給 
8,922,684 8,927,628 4,944  

貸出増加を支援するための

資金供給 
39,722,600 42,813,800 3,091,200  

計 48,645,284 51,741,428 3,096,144  

 

３．主な費用及び収益に関する事項 

  役員及び職員の給与費の明細 

（金額単位：百万円） 

区   分 金   額 

役員給与 433 

職員給与 36,920 

賞与引当金繰入額 4,614 

退職給付引当金繰入額 11,691 

計 53,658 

 
 

４．勘定間の結合に関する事項 

該当事項はありません。 

 

５．子会社等の連結に関する事項 

該当事項はありません。 


